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人　
事　
案　
件

　

民
間
活
力
の

導
入
、
市
民
の

参
画
と
協
働
な

ど
を
模
索
し
な

が
ら
行
政
改
革

に
全
力
を
あ
げ

よ
う
と
し
て
い

る
姿
勢
は
評
価

で
き
る
。
財
政

再
建
元
年
の
意

義
を
大
切
に
、
こ
れ
を
絵
に

描
い
た
餅
に
終
ら
せ
な
い
よ

う
確
実
に
実
行
す
る
こ
と
が

第
一
で
あ
る
。
そ
れ
に
は

ト
ッ
プ
が
ま
ず
先
頭
に
立
っ

て
進
め
る
こ
と
と
市
職
員
の

協
力
体
制
が
必
要
で
あ
る
。

福
祉
や
教
育
な
ど
待
っ
た
な

し
の
課
題
も
あ
る
。
財
源
確

保
に
一
層
努
力
し
て
、
こ
の

難
関
を
突
破
し
て
ほ
し
い
。

創 政 ク ラ ブ

　

行
政
改
革
実

施
計
画
が
終
了

す
る
平
成
二
十

四
年
は
ど
ん
な

市
民
生
活
が
待

っ
て
い
る
だ
ろ

う
か
。
団
塊
の

世
代
が
高
齢
化

世
代
に
入
り
始

め
、
高
齢
化
率

も
三
十
パ
ー
セ
ン
ト
程
度
が

推
定
さ
れ
、
決
し
て
バ
ラ
色

の
時
代
が
待
っ
て
い
る
の
で

は
な
い
。
こ
れ
に
対
応
す
る

た
め
に
は
、
官
か
ら
民
へ
の
、

市
民
の
参
画
・
協
働
と
い
う

大
き
な
流
れ
を
理
解
し
、
ま

た
、
協
働
と
参
画
が
行
政
の

ご
都
合
主
義
に
陥
ら
な
い
よ

う
、
そ
の
仕
組
み
の
構
築
を

急
ぐ
必
要
が
あ
る
。

ワークショップ

　

財
源
の
確
保

に
き
ゅ
う
き
ゅ

う
と
し
な
が
ら
、

他
市
と
比
べ
て

の
上
乗
せ
サ
ー

ビ
ス
は
原
則
打

ち
切
ら
ね
ば
な

ら
な
い
と
い
う
、

市
民
に
と
っ
て

厳
し
い
山
中
新

市
長
に
よ
る
初
め
て
の
予
算

と
な
っ
た
。
現
下
の
財
政
状

況
を
反
映
せ
ざ
る
を
得
な
い

が
、
震
災
復
興
の
清
算
が
本

格
的
に
始
ま
っ
た
こ
と
を
実

感
す
る
。
財
政
水
準
に
見
合

っ
た
行
政
水
準
と
い
う
こ
と

を
、
今
後
、
ど
の
よ
う
に
市

民
に
ご
理
解
い
た
だ
く
か
、

行
政
と
し
て
さ
ら
に
努
力
す

べ
き
で
あ
る
。

公 明 党

　

山
中
市
長
初

の
編
成
予
算
で

あ
る
が
、「
財
政

再
建
」
を
使
命

と
し
、「
行
政
改

革
」
の
実
行
と

し
て
提
案
さ
れ

た
内
容
は
、
現

下
の
景
気
動
向
、

生
活
の
不
安
定

さ
か
ら
く
る
市
民
生
活
を
守

る
施
策
が
全
く
見
あ
た
ら
な

い
。
そ
れ
ば
か
り
か
市
民
負

担
が
増
え
る
施
策
が
目
白
押

し
で
あ
る
。
市
長
は
「
芦
屋

を
守
ら
ね
ば
」
と
い
う
こ
と

を
強
調
さ
れ
る
が
、
芦
屋
と

い
う
「
の
れ
ん
」
を
守
る
だ

け
で
、
そ
こ
に
住
む
人
々
の

暮
ら
し
を
守
れ
な
く
て
、
何

が
芦
屋
か
。

新 社 会 党

　

二
月
二
十
七
日
（
金
）
の
本
会

議
に
、
市
長
か
ら
固
定
資
産
評
価

審
査
委
員
会
委
員
の
選
任
議
案
の

提
出
が
あ
り
、
審
議
の
結
果
、
同

意
し
ま
し
た
の
で
、
紹
介
し
ま
す
。

（
敬
称
略
）

■
固
定
資
産
評
価
審
査
委
員
会 

委
員
（
任
期
・
三
年
）

▽
新
原　

一
世
（
に
い
は
ら　

か

ず
よ
）　

親
王
塚
町
四
―
三
一

施
政
方
針
に
対
し
て

　
　
　
　
　

会
派
か
ら
ひ
と
こ
と

　

市
長
が
最
重

要
課
題
と
し
て

い
る
「
財
政
再

建
・
行
政
改
革

の
推
進
」
は
、

障
害
者
や
母
子

家
庭
、
遺
児
へ

の
福
祉
金
の
停

止
や
、
奨
学
金

（
大
学
）の
廃
止
、

国
保
料
の
大
幅
引
き
上
げ
、

学
童
保
育
高
額
有
料
化
な
ど
、

ム
ダ
・
不
急
な
開
発
行
政
の

ツ
ケ
を
市
民
に
転
嫁
す
る
も

の
で
あ
る
。
そ
の
一
方
、
山

手
幹
線
事
業
で
は
さ
ら
な
る

借
金
を
し
て
も
事
業
を
続
け
、

財
政
危
機
を
深
め
て
い
る
。

市
長
の
責
任
は
重
大
で
あ
る
。

税
金
の
使
い
方
の
転
換
が
必

要
で
あ
る
。

　

山
中
市
長
は

財
政
再
建
及
び

行
政
改
革
の
推

進
を
最
重
要
課

題
に
し
て
い
る
。

そ
し
て
第
二
に
、

市
民
参
画
・
協

働
の
推
進
を
掲

げ
て
い
る
。
ま

ち
づ
く
り
に
お

い
て
、
新
た
に
市
民
参
画
担

当
組
織
を
整
備
し
、
附
属
機

関
設
置
の
指
針
を
定
め
、
市

民
と
共
に
、
芦
屋
市
の
再
建

に
取
り
組
ん
で
い
き
た
い
と

い
う
市
長
の
強
い
意
思
を
感

じ
て
い
る
。
こ
れ
に
つ
い
て
、

当
会
派
は
行
政
の
ス
リ
ム
化

と
住
民
自
治
の
確
立
の
た
め
、

市
民
と
の
十
分
な
意
思
疎
通

を
要
望
す
る
。

日 本 共 産 党

英 明 ク ラ ブ

　

予
算
特
別
委
員
会
で 

　
　

年
度
予
算
案
を
審
査

１６

　

平
成
十
六
年
度
各
会
計
予
算
案

十
二
件
の
審
査
を
行
う
た
め
、
三

月
十
一
日
（
木
）
の
本
会
議
で
、

全
議
員
で
構
成
す
る
予
算
特
別
委

員
会
（
委
員
長
…
青
木　

央
、
副

委
員
長
…
田
中
え
み
こ
）
を
設
置

し
ま
し
た
。
予
算
特
別
委
員
会
で

は
、
予
算
案
を
三
つ
の
分
科
会
に

分
割
し
て
審
査
し
ま
し
た
。

可決した意見書（要旨）

■容器包装リサイクル法の見直しを求める意見書
　「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進
等に関する法律」（いわゆる容器包装リサイクル
法）が、一般廃棄物の約６割を占める容器包装の
リサイクルを行うため、１９９７年に施行されました。
　しかし、製造・流通業者などの事業者責任があ
いまいで、使い捨て型ワンウエイ容器の大量生産・
大量使用の構造は見直されず、リサイクル率は上
がっても排出抑制には結びついていないのが現状
です。その一方で、地方自治体は、リサイクルコ
ストの約７割を占める収集・分別・保管を義務付
けられ、リサイクルに積極的に取り組む地方自治
体ほど財政を圧迫することになっています。リサ
イクルに要する経費の多くを税金に依存している
構造は、事業者がごみ減量に取り組む意欲を生み
出さず、大量リサイクルが大量廃棄に取って代わ
るだけで、際限なく税金を使い続けることになり
ます。
　２０００年５月に制定された「循環型社会形成推進
基本法」には、リデュース、リユースをリサイク
ルより優先させる考え方が明確にされていますが、
それ以前に制定された容器包装リサイクル法は、
この趣旨に合わなくなっており、基本法の精神に
合わせた法改正が不可欠です。
　よって本市議会は、事業者の責任を明確にする
ことで、廃棄物の削減、環境への負荷と自治体負
担の軽減をはかり、循環型社会の形成を一層促進
していくために、以下の内容を含む容器包装リサ
イクル法の見直しを求めるものです。
１．収集・分別・保管の費用を製品の価格に含め
ること。
２．リデュース、リユース、リサイクルの優先順

位で推進するさまざまな手法（例えば、容器課
徴金、デポジット制度、自動販売機規制など）
を盛り込むこと。
　以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を
提出します。
※提出先…内閣総理大臣、経済産業大臣、環境大

臣、総務大臣

■食の安全確保とＷＴＯ農業交渉等に関する意見
書
　わが国の農業は、食料の安全・安定供給という
基本的な役割に加え、国土や環境の保全、洪水防
止などの多面的機能を持っている。しかしながら、
今日の農業は食料自給率の低下や担い手の高齢化
など困難な問題を抱えている。
　また、ＢＳＥ牛の発生や鳥インフルエンザの流
行など食の安全性確保が課題となっている。
　ところで、ＷＴＯ農業交渉モダリティ案に示さ
れた極端な関税の削減、ミニマム・アクセスの大
幅拡大などは国内措置の農業振興策を切り捨てる
内容となるもので、交渉の結果、大幅な妥協が行
われるならば、わが国の農業、とりわけ稲作は壊
滅的な打撃をこうむることになり、農業の存続そ
のものを危惧せざるを得ない事態となる。
　よって、政府におかれては、各国の国土や気象
条件に合致した多様な農業が共存できる貿易ルー
ルの確立とあわせ、わが国の農業と稲作を守り発
展できるよう各段の努力を行うこと。また、アメ
リカ産牛肉の輸入に当たっては、わが国と同様の
全頭検査や危険部位除去の実施を求め、食の安全
確保に万全の措置を講じることを要望します。
　以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を
提出します。
※提出先…内閣総理大臣、外務大臣、農林水産大

臣、経済産業大臣

付 議 事 件 の 審 議 結 果

結　　　果件　　　　　　　　　　名議案番号

同 意（２／２７）

可 決（３／１０）

可 決（３／１０）

可 決（３／１０）

可 決（３／１０）

可 決（３／１０）

可 決（３／１０）

可 決（３／１０）

可 決（３／１０）

可 決（３／１０）

可 決（３／２６）

可 決（３／２６）

可 決（３／２６）

可 決（３／２６）

可 決（３／２６）

可 決（３／２６）

可 決（３／２６）

可 決（３／２６）

可 決（３／２６）

可 決（３／２６）

可 決（３／２６）

可 決（３／２６）

可 決（３／２６）

可 決（３／２６）

可 決（３／２６）

可 決（３／２６）

可 決（３／２６）

可 決（３／２６）

可 決（３／２６）

可 決（３／２６）

可 決（３／２６）

可 決（３／２６）

可 決（３／２６）

可 決（３／２６）

可 決（３／２６）

可 決（３／２６）

可 決（３／２６）

可 決（３／２６）

可 決（３／１１）

固定資産評価審査委員会の委員の選任

芦屋市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例の一部改正

芦屋市道路占用料条例の一部改正

１５年度一般会計補正予算（第５号）

１５年度下水道事業特別会計補正予算（第１号）

１５年度老人保健医療事業特別会計予算（第２号）

１５年度介護保険事業特別会計補正予算（第２号）

芦屋市火葬場火葬炉設備工事請負契約の議決事項の変更

市道路線の認定について

財産の取得について

芦屋市個人情報保護条例の制定

芦屋市情報公開・個人情報保護審査会設置条例の制定

芦屋市職員定数条例の一部改正

市職員の勤務時間その他勤務条件に関する条例の一部改正

市特別職で非常勤のものの報酬、費用弁償条例の一部改正

芦屋市職員の退職手当の特別措置に関する条例の制定

行政財産の使用料に関する条例の一部改正

芦屋市立学校職員等の退職手当に関する条例の一部改正

芦屋市立学校授業料等徴収条例の一部改正

市立芦屋病院使用料及び手数料条例の一部改正

市保健センターの設置及び管理に関する条例の一部改正

芦屋市国民健康保険条例の一部改正

芦屋市福祉金条例の一部改正

芦屋市都市公園条例の一部改正

市地区計画の区域内における建築物の制限条例の一部改正

芦屋市火災予防条例の一部改正

１６年度一般会計予算

１６年度国民健康保険事業特別会計予算

１６年度下水道事業特別会計予算

１６年度公共用地取得費特別会計予算

１６年度都市再開発事業特別会計予算

１６年度老人保健医療事業特別会計予算

１６年度駐車場事業特別会計予算

１６年度介護保険事業特別会計予算

１６年度打出芦屋財産区共有財産会計予算

１６年度三条津知財産区共有財産会計予算

１６年度病院事業会計予算

１６年度水道事業会計予算

阪神水道企業団規約の変更

　１

　２

　３

　４

　５

　６

　７

　８

　９

１０

１１

１２

１３

１４

１５

１６

１７

１８

１９

２０

２１

２２

２３

２４

２５

２６

２７

２８

２９

３０

３１

３２

３３

３４

３５

３６

３７

３８

３９

市　
　

長　
　

提　
　

出　
　

議　
　

案

否 決（３／１０）

否 決（３／１０）

可 決（３／１０）

可 決（３／２６）

イラクへの自衛隊派兵に反対する意見書

市特別職で非常勤のものの報酬、費用弁償条例の一部改正

容器包装リサイクル法の見直しを求める意見書

食の安全確保とＷＴＯ農業交渉等に関する意見書

１１

１２

１３

１４

議

提

採 択（３／１０）

不採択（３／１０）

不採択（３／１０）

採 択（３／２６）

容器包装リサイクル法の見直しを求める請願書

市民生活を直撃する行政改革の見直しを求める請願書

年金改悪反対と最低保障年金制度創設を求める請願書

食の安全確保と農業を守るＷＴＯ農業協定実現の請願

１２

１３

１４

１５

請　

願

※議案番号欄「議提」とあるのは、議員提出議案。


